
旭川市病後児保育事業実施要綱 

 （目的） 

第１条 この要綱は，児童が病気の「回復期」であり，かつ，集団保育が困難な期間，一 

時的にその児童の保育を行うことにより，保護者の子育てと就労の両立を支援するとと

もに，児童の健全な育成及び資質の向上に寄与することを目的とする。 

 （実施主体） 

第２条 病後児保育事業（以下「事業」という。）の実施主体は，旭川市とする。なお，

本事業については，市長が認めた者（以下「事業者」という。）への委託を行うことが

できる。 

２ 事業者は,事業開始にあたっては,あらかじめ事業内容等について,病後児保育事業開

始届（様式第１号）により市長に届け出なければならない。 

３ 事業者は,前項に定める届出事項に変更があったとき,又は事業を廃止若しくは休止し

ようとするときは,病後児保育事業変更届（様式第２号）又は病後児保育事業廃止・休止

届（様式第３号）により市長に届け出なければならない。 

 （実施施設） 

第３条 この事業は，病院・診療所，保育所等に付設された専用スペース又は本事業のた 

めの専用施設（以下「実施施設」という。）で行う。また，旭川市立の認可保育所以外 

で実施する場合は，あらかじめ市長が指定する実施施設を運営する法人等に委託して事 

業を行うものとする。 

２ 実施施設は，次の各号に掲げる基準を満たすものでなければならない。 

(1) 実施施設には，この事業を専門に担当する者として看護師等を利用児童おおむね 

１０人につき１名以上配置するとともに，病後児が安心して過ごせる環境を整える 

ために，保育士を利用児童おおむね３人につき１名以上配置すること。 

(2) 保育室の面積は，原則として利用定員１人当たり１．９８㎡以上とし，１室７．９ 

２㎡を下回らないこと。 

    (3) 観察室又は安静室は，乳幼児の静養又は隔離の機能を持つ部屋であって，原則とし 

て利用定員１人当たり１．９８㎡以上とし，一室３．９６㎡を下回らないこと。ま

た，保育室とは別に整備すること。 

   (4) 調理室及び調乳室若しくは調乳場として区画された場所を有すること。また，専 

用の調理室が設けられない場合においては，本体施設等の調理室を兼用しても差し

支えないこと。 

   (5) 前各号に掲げるもののほか事業に必要な設備及び備品を備えていること。 

 （対象児童） 

第４条 事業の対象者は，次の各号のすべてを満たしているものとする。ただし，市長が

 特に必要と認めるときは，この限りでない。 

(1)  市内に居住し,保育所等に通っている生後５か月以上から概ね小学校３年生まで

の児童。 

(2)  当該児童が病気の「回復期」にあり，入院の必要はないが，安静の確保に配慮す

る必要があり，集団保育が困難な児童。 

(3)  当該児童の保護者が，就労，傷病，出産等により家庭において保育が困難である



児童。 

 （対象となる疾病等の範囲） 

第５条 事業の対象となる疾病は，感冒，消化不良症（多症候性下痢）等乳幼児が日常罹

患する疾病や感染性疾患（実施施設長が受入れ可能と判断したもの），喘息等の慢性疾

患及び骨折等の外傷性疾患等，実施施設長が必要と認めた疾病とする。 

（利用定員） 

第６条 各実施施設の利用定員は，１日３人とする。ただし市長が特に必要と認めるとき

は，利用定員を増やすことができる。 

 （開設日及び開設時間） 

第７条 実施施設の開設日は，次の各号に掲げる日を除く毎日とする。 

   (1)  日曜日 

   (2) 国民の祝日に関する法律（昭和２３年法律第１７８号）に規定する休日 

   (3) 年末年始（１２月３０日から翌年１月４日まで） 

２ 実施施設の開設時間は，午前８時から午後６時までとする。 

 （利用期間） 

第８条 施設の利用期間は，連続する７日以内とする。ただし，児童の健康状態及び保護

者の状況により実施施設長が必要と判断したときは，必要最小限の範囲内で延長するこ

とができる。 

 （事前登録） 

第９条 事業を円滑に実施するために，事業の利用を希望する保護者はあらかじめ実施施

設長に病児・病後児保育事業利用登録申込書（様式４号-１。以下「利用登録申込書」と

いう。）及び同意書（様式第４号-２）を提出して登録しなければならない。 

ただし，ネット予約サービスにおいても各施設に登録することができるものとし，そ

の場合は利用登録者申込書及び同意書の提出を省略することができる。 

なお，児童の受入れに際しては，予防接種の状況を確認するとともに，必要に応じて

予防接種を受けるよう助言すること。 

 （利用申込み手続） 

第１０条 登録手続を完了した保護者が，事業を利用するときは，あらかじめネット予約

サービスにおいて実施施設に利用の予約を行うものとし，実施施設は定員の範囲内で利

用の予約を受け付け，予約をした保護者に対して利用の可否の連絡を行うものとする。 

  また，ネット予約サービスを利用できない保護者等からの予約は電話で受け付けるも

のとし，電話で予約の可否の連絡を行うものとする。 

２ 前項により利用が決定した保護者は，連携医療機関及びかかりつけ医療機関から発行

された旭川市病児・病後児保育事業医師連絡票（様式第５号。以下「医師連絡票」とい

う。）及び病児・病後児保育事業病状等連絡票（様式第５－２。以下「病状等連絡票」

という。）を利用当日に提出しなければならない。 

 （利用の制限） 

第１１条 実施施設長は，次の各号のいずれかに該当するときは，事業の利用を認めない

ことができる。また，利用期間中であっても利用を取り消すことができる。 

 (1) 児童又は保護者が第４条に掲げる要件に該当しないと認められるとき。 



   (2) 利用児童が定員を超えたとき。 

   (3) 児童の症状が変化して，実施施設において対応が不可能なとき。  

   (4) 定員の枠内であっても異なる感染症等により安全に隔離することができないとき。 

   (5) その他実施施設長が利用を不適当と認めたとき。 

（実施施設の留意事項） 

第１２条 実施施設は，事業の実施に当たって次の事項に留意しなければならない。 

    (1) 児童の体温の管理等その健康状態を適切に把握し，症状に応じて安静を保てるよう

に処遇内容を工夫すること。また，複数の児童を受入れる場合は，他児への感染に配

慮すること。 

   (2) 実施施設は，緊急時に児童を受入れてもらうための医療機関をあらかじめ選定し，

事業運営への理解を求めるとともに協力関係を構築すること。また，医療機関，保

育所その他の関係機関との十分な調整を図ること。 

   (3) 手洗い等の設備を設置し，衛生面への十分な配慮を施すことで，他児及び職員へ

の感染の防止に配慮すること。  

（利用料等） 

第１３条 実施施設長は，事業を利用する保護者から利用料として，次に定める額を徴収

するものとする。ただし，給食を希望した場合は，事業を利用する保護者から，給食費

として１日３００円を利用料に加算して徴収するものとする。 
 

  

利用料 

５時間以内     ８５０円  

 ５時間を超える場合 １，７００円  

 同一疾病による連続利用の２日目以降 ８５０円 

 

 

 給食費 希望の場合１日   ３００円 

 

 

 

 

 

  
２ 実施施設長は，前号で徴収した利用料等を事業実施に係る費用の一部に当てるものと 
する。 
 

（利用料の免除） 

第１４条 前条の規定にかかわらず，実施施設長は次に揚げる世帯の保護者が希望したと

きは，別に定める書類の提出を受け，病児保育事業の利用料を免除するものとする。 

  (1) 生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）による被保護世帯 

   (2) 中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰国後の自立の支援に関する法律（平 

成６年法律第３０条）による被支援世帯 

   (3) 前年度分の市町村民税が非課税の世帯 

    非課税世帯とは前年度分の市町村民税が，申請者とその配偶者（婚姻の届出を提 

出していないが，事実上婚姻関係と同様の事情にあるものを含む。以下同じ。）の 

いずれも非課税である世帯をいう。 

（事業の経費の負担） 



第１５条 市長は，事業の委託に要する経費を実施施設に支弁するものとする。 

（実施報告等） 

第１６条 実施施設長は，各月毎に病後児保育事業利用状況報告書（様式第９号）により

報告しなければならない。 

２ 実施施設には，予約管理台帳，業務日誌，病後児保育記録その他必要な書類を備える

ものとする。 

３ 保育中に死亡事故又は治療に要する期間が３０日以上の負傷や疾病を伴う重篤な

事故等（その後の経過に係わらず，意識不明，人工呼吸器を付ける又はＩＣＵに入る

等）が生じた場合には，「病後児保育事業事故報告書」（様式第１０号－１及び様式

第１０号－２）により速やかに旭川市に報告するものとする。ただし，様式第１０号

－１については原則事故発生当日，遅くとも翌日に提出することとし，状況の変化や

必要に応じて，追加の報告を行うこととする。 

 （その他） 

第１７条 この要綱に定めるほか必要な事項は，市長が別に定める。 

 

附 則 

 この要綱は，平成１２年１０月１０日から施行する。 

  附  則 

  この要綱は，平成１６年６月３日から施行し，平成１３年４月１日から適用する。 

  附 則 

１ この要綱は，平成２４年４月１日から施行する。 

２ 改正後の旭川市病後児保育事業実施要綱第９条に規定する病後児保育事業利用登 

録申請書（様式第１号）については決裁日から適用する。ただし，平成２４年３月３ 

１日以前に当該事業を利用する場合については従前の例による。 

 

附 則 

 この要綱は，平成２７年４月１日から施行する。 

 

附 則 

 この要綱は，平成２８年４月１日から施行する。 

附 則 

 この要綱は，平成２９年１２月１９日から施行し，平成２９年１１月１０日から適用す

る。 

附 則 

 この要綱は，平成３０年４月１日から施行する。 

附 則 

 この要綱は，令和元年１２月１日から施行する。 

附 則 

 この要綱は，令和２年４月１日から施行する。 

附 則 



 この要綱は，令和３年４月１日から施行する。 

附 則 

 この要綱は，令和６年３月１日から施行する。 

附 則 

 この要綱は，令和６年１０月１日から施行する。 

 


